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平平成成 2277 年年度度伊伊佐佐市市６６月月補補正正予予算算（（案案））のの概概要要  

 

６月 3 日招集の６月議会定例会へ提案 

１ 補正の主な内容 

                              【概数で表示】 

 

２ 補正予算総括表 

    
【単位：千円】 

会   計 現計予算額 ６月補正（定例会） 補正後予算額 

一  般  会  計 17,079,983 94,487 17,174,470 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 3,292,800 0 3,292,800 

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 740 6,700 7,440 

合 計 20,373,523 101,187 20,474,710 

【補正予算に関係する議案】 

①国民健康保険事業特別会計の繰上充用を行ったことによる（議案第49号） 

②介護保険法施行令が改正されたことによる（議案第53号） 
他に３議案 

 

 

３ 主な補正項目・事業内容 

 

○教育支援 

中高一貫の文化交流事業を実施【新規】        500 万円 

中高生の交流を目的とし、中高一貫の文化交流事業を実施する。 

H27 は、九州交響楽団を招へいしコンサートの開催と演奏指導を受ける。 

 

小・中・高連携して英語教育を強化【新規】       160 万円 

大口中央中校区内９小学校と大口中央中学校及び大口高等学校を「英語教育強化地域」と指定し、

小・中・高連携英語強化事業を実施する。 県 10/10 

 

高等学校の生徒確保を支援【拡充】        100 万円 

「魅力ある高校づくり」の一環として、大口高等学校及び伊佐農林高等学校の生徒確保に関する

取組を支援する。 50万円×2 校 

 

○教育環境の整備 

菱刈中学校大規模改修及び針持小学校外壁改修の工事費を増額     1,300 万円 

労務単価改正に伴い工事費を増額し対応する。 

 

一般会計の補正予算額 9 千 4 百万円（総額 171 億 7 千万円） 
 

・九州交響楽団を招へい 中高一貫の文化交流事業として実施 500 万円 

 

・布計鉱山の鉱害防止 第３鉱さいたい積場の試験調査・作業道整備 4,600 万円 

・介護保険料軽減 非課税世帯の特に所得の低い方を対象 800 万円 

・冨士・松木原地区の上水道への統合 配水管替の基本設計を実施 700 万円 

平成 27 年５月補正（平成 27 年５月 20 日専決） 

・国民健康保険事業特別会計における繰上充用 平成 26 年度の赤字を補填 １億 1,800 万円 
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○環境対策 

旧布計鉱山の鉱害防止対策       4,600 万円 

第３鉱さいたい積場の土壌改良前試験調査・作業道整備等を実施する。 

負担割合 国 3/4 県 1/8 市 1/8 

H27      土壌改良前試験調査・作業道整地舗装工事 4,600 万円 

H28（予定）  土壌改良工事・土壌改良後試験調査 １億 1,000 万円 

 

○畜産振興 

家畜防疫体制の強化          100 万円 

旧伊佐家畜市場における家畜防疫対策設備（消毒槽・噴霧装置）の設置を補助する。 

事業費 200 万円 市補助 1/2 事業者負担 1/2  事業者：JA 北さつま 

 

○社会資本の整備 

冨士・松木原地区の上水道統合に向けた特別会計への繰出し 【新規】   700 万円 

上水道との統合に向けて冨士地区簡易水道と松木原飲料水供給施設の配水管整備について基本

設計を委託する。 

 

○高齢者支援 

介護保険料軽減に伴う特別会計の財源不足を補填     800 万円 

介護保険料の軽減を公費（国 1/2 県 1/4 市 1/4）にて補填する。 

平成 27 年度実施分 

世帯非課税の所得階層第 1 段階を対象として介護保険料を軽減する。 対象者：約 3,000 人 

 

○平成 27 年度における保険料見直しの内容 

所得水準に応じてきめ細やかな保険料設定を行うため、現行（平成 26 年度まで）の保険料設定を行う所得段階を変更

する。 

<< 当初予算編成時 >> 

「標準６段階」から「標準９段階」へ （世帯非課税（第１～第３段階）への新たな公費による軽減の仕組みは未導入） 

 

<< ６月補正予算 >> 

非課税世帯のうち特に所得の低い方を対象とし

軽減を実施する。 

 

 

 

 

<< 今後の方針（平成 29 年度以降） >> 

世帯非課税（第１～第３段階）については、新た

に公費による軽減の仕組みを導入し更なる負担軽

減を図る。 

 

 

 

※ この資料は財政課が補正予算編成を通して特に思いを持った事業を中心にとりあげています。

平成 27 年度に実施する事業を全て記載しているものではありませんのでご了承ください。 

お問合せ先】 

  伊佐市役所 財政課 財政係 

   〒895-2511  伊佐市大口里 1888 番地 

   電  話：0995-23-1311（内線 1141・1142・1143） 

   Ｆａｘ：0995-22-5344 

   E-mail: zaisei@city.isa.lg.jp 

 


